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るのが相応の責任の理解についてである。その際、監護人の無過失責任を定めた 32 条と 9
条 2項の責任との関係づけが問題となり、9条 2項を過失責任と理解したうえで、教唆者・
幇助者がいる場合の監護人については 9 条を、それ以外は 32 条を適用するとの説や、32
条の無過失責任の規定は 9 条 2 項にも適用されるとの説等に分かれ議論が錯綜している。
しかし、こうした学説の活況とは裏腹にこれに関する裁判例は 1 例もなかったと筆者は述
べる。 
 4 について。2000 年代に入り、中国では知的財産権侵害紛争が多発し、その中でも著作














具体的には 2 例を取り上げて論ずる。その第一の事例では、原告 X が公衆送信権を有する
本件映画を被告 Y3が自社運営のホームページ等で放映したこととの関連で、自社開発のソ
フトにおいて係争映画への検索・接続サービスを提供した Y1に対して二審は幇助を認定し、


















接結合事案は基本的に 12 条で処理されることとなる。また、最高人民法院は 10 条の共同
危険行為及び 12 条の原因力不明の規定に拠っている。他方、折衷説では、直接結合事案 8
条適用説、11 条適用説等が存在する。後者の 11 条適用説は、11 条自体を共同不法行為の
範疇に入れる。 
 裁判例に目を転ずると、10条～12条適用事例で最も多いのは交通事故紛争である。権利






























































































































2016 年 2月 6日 
 
審査員 
主査 早稲田大学教授  小口彦太（中国法） 
 
 
副査 早稲田大学教授  大塚 直（民法） 
 
 
東京大学名誉教授 田中信行（中国法） 
